
1 7 年 国 調人

口
1 2 年 国 調
増 減 率

住
民
基
本

1 9 . 3 . 3 1
1 8 . 3 . 3 1
増  減  率

15,191 人
人
％

15,736
-3.5

15,274 人
人15,332

-0.4 ％

１７ 年 国 調区 　 分

66

0.9
第 １ 次

第 ２ 次
1,983

27.6

産　　　業　　　構　　　造

１２ 年 国 調

0.9

70

2,551

32.5

第 ３ 次
5,100

71.0

5,134

65.4
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

2,519,140

12,588 0.3

面 　 積
人 口 密 度

(k㎡)
(人)

5.97
2,545

12,588 0.4
10,933 0.2

都 道 府 県 名
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京 都 府

団 体 名

3036

大山崎町

市 町 村 類 型 Ⅳ－２

地方交付税種地 2 - 8

歳 入 の 状 況
区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等 構 成 比

地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金
ゴルフ場利用税交付金
特別地 方 消 費 税 交 付 金

自動車取得税交付金
軽 油 引 取 税 交 付 金
地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税
( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金

分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

2,737,490 59.6 2,737,490 83.4
152,058 3.3 152,058 4.6

10,933 0.3
10,813 0.2
146,665 3.2 146,665 4.5

- - - -
- - - -

28,088 0.6 28,088 0.9
- - - -

58,459 1.3 58,459 1.8
180,610 3.9 110,363 3.4
110,363 2.4 110,363 3.4
70,247 1.5 - -

3,337,704 72.7 3,267,457 99.5
3,466 0.1 3,466 0.1
1,228 0.0 - -

147,463 3.2 11,889 0.4
10,200 0.2 - -
267,811 5.8 - -

- - - -
178,687 3.9 - -

931 0.0 - -
23,807 0.5 - -
45,088 1.0 - -

- - - -
117,171 2.6 136 0.0
459,600 10.0 - -

4,593,156 100.0 3,282,948 100.0

市 町 村 税 の 状 況
区 　 　 分

個人均等割

普 通 税

所 得 割
法人均等割
法 人 税 割
固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法定外普通税

旧 法 に よ る 税

2,737,490

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水利地益税等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分
2,737,490 100.0 52,499

100.0 52,499
1,109,143 40.5 52,499
21,958 0.8 -
719,194 26.3 -

-

40,391 1.5

-

6,755
327,600

-

12.0 45,744

-

1,515,395 55.4

-

1,508,127 55.1

-

13,620 0.5
99,332 3.6

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-
- -
- -
- - -
- - -
- - -

52,499

指 定 団 体 等

新 産
工 特
低 開 発
産 炭
山 振

10,813

過 疎

給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都
近 畿
中 部
市 町 村 圏

現在高

財 政 再 建
指数表選定
財 源 超 過

×
×
×
×
×

0.3

×

２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。

×
○
×
×

-

×
×
×

区 　 　 　 　 分 平成 1 8年度 (千円 ) 平成 1 7年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源
実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

4,593,156 4,674,169
4,618,652 4,749,176
-25,496 -75,007
43,780 -
-69,276 -75,007
5,731 -189,994

- 64
- -
- 315,150

5,731 -505,080

平成１８年度

一
般
職
員
等

区 　 　 　 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員
うち技能労務員

教 育 公 務 員
消 防 職 員
臨 時 職 員
合 計

135 453,730 3,361
10 30,490 3,049
1 3,940 3,940
- - -
7 14,290 2,041

143 471,960 3,300

一 部 事務組合加入の状況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害
非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同
税 務 事 務
老 人 福 祉
伝 染 病

○
×
○
×
×
×
×

し 尿 処 理 ○
ご み 処 理 ○
火 葬 場 ×

○常 備 消 防
小 学 校 ×
中 学 校 ×
そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 19.04.01 6,750
副市区町村長 1 19.04.01 6,000
収 入 役 - - -
教 育 長 1 19.04.01 5,280
議 会 議 長 1 14.10.24 3,800
議 会 副 議 長 1 14.10.24 3,150
議 会 議 員 14 14.10.24 2,900

性 質 別 歳 出 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 充 当 一 般 財 源 等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 1,394,661 30.2 1,227,162 1,223,017 34.7
う ち 職 員 給 972,362 21.1 897,350 - -
扶 助 費 358,730 7.8 185,289 185,289 5.3
公 債 費 413,205 8.9 413,205 413,205 11.7
元 利 償 還 金 411,120 8.9 411,120 411,120 11.7
一時借入金利子 2,085 0.0 2,085 2,085 0.1

( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

2,166,596 46.9 1,825,656 1,821,511 51.7
663,089 14.4 503,363 487,170 13.8

維 持 補 修 費 33,793 0.7 33,793 33,793 1.0
補 助 費 等 828,816 17.9 776,943 715,583 20.3
うち一部事務組合負担金 596,516 12.9 596,516 569,445 16.2
繰 出 金 463,224 10.0 434,301 401,092 11.4
積 立 金 24,125 0.5 - - -
投資・出資金・貸付金 45,000 1.0 - - -
前年度繰上充用金 75,007 1.6 75,007

319,002 6.9投 資 的 経 費 33,631
5,505 0.1う ち 人 件 費 5,505

319,002 6.9普通建設事業費 33,631

う ち 5.1{ 66,444 1.4 30,653
災害復旧事業費

236,055 2,975

- - -
-失業対策事業費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

4,618,652 100.0 3,682,694

内
訳

経常経費充当一般財源等計
3,459,149 千 円

経  常  収  支  比  率
98.1 ％ ％105.4

(減税補てん債及び 
 臨時財政対策債除く)

平成17年度 (千円)

3,657,198

2,454,042

うち減税補てん債

議 会 費
区  分 決 算 額 (Ａ)

109,213
構成比

2.4

( Ａ ) の うち
普通建設事業費

-

( Ａ ) の
充当一般財源等

109,213
総 務 費 705,513 15.3 7,561 544,345
民 生 費 1,234,547 26.7 1,234 915,237

540,338衛 生 費 11.7 - 516,992
労 働 費 49,187 1.1 - 4,187
農 林 水 産 業 費 27,591 0.6 735 17,801
商 工 費 18,098 0.4 - 18,098
土 木 費 336,265 7.3 41,486 304,732
消 防 費 390,198 8.4 20,776 368,433
教 育 費 719,490 15.6 247,210 395,444
災 害 復 旧 費 - - - -
公 債 費 413,205 8.9 - 413,205
諸 支 出 費 - - - -
前年度繰上充用金 75,007 1.6 - 75,007

3,326,176

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 4,618,652 100.0 319,002 3,682,694
公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合  計
下 水 道
上 水 道
工 業 用 水 道
交 通
国民健康保険
そ の 他

490,297
150,000
27,073

-
67,156

-

246,068

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 1,690
再 差 引 収 支 -51,860
加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 2,836
被 保 険 者 数 ( 人 ) 5,297

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 89
国 庫 支 出 金 49
保 険 給 付 費 159

区　　　分 平成18年度 (千円)

3,326,176

基準財政収入額 2,319,336
基準財政需要額 2,429,699
標準税収入額等 3,038,743
標 準 財 政 規 模 3,149,106
財 政 力 指 数 0.94
実質収支比率 -2.2
経常一般財源等比率 104.3
公債費負担比率 11.3
公 債 費 比 率 8.2

起債制限比率 9.0
積立金 財  調 133

減  債 625
特定目的 243,319

地 方 債 現 在 高 4,508,283
うち政府資金 2,632,785(

支
出
予
定
額)

物 件等購入 952,936
保証・補償 -
そ  の  他 18,176
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 -
徴
収
率
現
年計

98.9 95.7
98.9 95.7
98.8 95.4

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)
(％)
(％)
(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

補 助
単 独

うち臨時財政対策債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

台
帳
人
口

0.94

債
務
負
担
行
為
額

17

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

21,700 0.5 - -
220,500 4.8 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

法 定 目 的 税

-
-

-法定外目的税

2,737,490
- -

100.0

-2.3
91.3
11.4
9.0
13.7
9.7
133
624

259,564
4,374,604
2,700,870

の 指 定 状 況

12.6実質公債費比率(％)

1,064,764
-

90,502
-
-
-

98.9 95.3
99.0 95.1
98.8 95.2


